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1.はじめに  

　　　　　　　項目
技術

SS減少率
（％）

DCOD生成量
(mg/g-SS)

DTC/TC
（％）

DTN/TN
（％）

D(Org-N)/TN
（％）

破砕 35.0 63.3 29.0 39.6 33.4

アルカリ 24.0 27.9 25.0 49.3 44.3

破砕
→アルカリ処理

53.8 133.5 46.3 61.9 57.4

アルカリ処理
→破砕

45.8 108.4 32.7 54.5 49.6

表－1　　組み合わせ処理

下水処理場では汚泥の処分が問題となっ

ている。現在、下水汚泥は 60％が再利用さ

れ 40%が焼却後に埋立て処分されているが、

現在の埋立地の埋立て有効容量は後 4.5 年

といわれており、早急な汚泥処理対策が必

要とされている。下水汚泥の 1～ 2 割は、

二次処理槽から排出される余剰汚泥であり、

この余剰汚泥の発生抑制技術がさまざまな

機関から報告されている 1）。そこで、実用

化可能な余剰汚泥の発生抑制技術が確立で

きれば、汚泥処理問題の効果的な解決策に

なる。これまでに、余剰汚泥の発生抑制の

技術として、可溶化を用いた手法が開発さ

れている。それは、可溶化した汚泥を二次

処理槽に返送すると、微生物の汚泥増殖に

関与せずにガス化するため、汚泥の発生抑

制ができる 2）。そこで、本研究では実用化

に向けた可溶化技術を確立し、汚泥の発生

抑制の現象を明らかにする。さらに、余剰

汚泥の発生量を 50％にすることを目的に、

可溶化を用いた余剰汚泥の発生抑制に関す

る実験的検討を行った。  
2.可溶化の定義と技術  
 余剰汚泥の成分は微生物である。可溶化と

は、１μm 以上の微生物を 1μm 以下の溶解

性にすることである。可溶化された溶解性汚

泥は微生物の一般的な汚泥増殖を通らない

ために主な可溶化評価は、微生物を 1μm 以

下にすることである SS 減少率とした。  
可溶化技術は多数報告されているが、本

研究では物理的な破砕処理と化学的なアル

カリ処理を採用した。  
3.可溶化実験  
3.1 装置と方法  
1) 破砕：粒径 0.5mm のガラスビーズを体積率

50％でФ12.5cm、L40cm のドラムに充填し、

125rpm で回転させ、挿入した汚泥を破砕。 
2)アルカリ処理： pH12 に上げ加水分解  
3)今回の実験で、破砕処理とアルカリ処理

の効果を明らかにする。さらに、SS 減少率

50％を達成するため、可溶化技術を組み合

わせて検討した。  
3.2 結果と考察  
 結果を表１に示した。破砕技術は SS 減

少率が高い事から、細胞膜・壁を破壊する

効果であることがわかる。また、アルカリ

処理技術は窒素の可溶化率が高く、この窒

素は主に有機化合物である。細胞膜・壁は

主にタンパク質により形成され、このタン

パク質をアルカリ処理の加水分解により、

有機化合物であるアミノ酸に分解している

と示すことができる。そのため、破砕処理

で細胞膜・壁が破壊させ、表面積を増加し

た後にアルカリ処理の加水分解により低分

子化を行うことで SS 減少率が上がると考

えられる。よって、結果からもわかるよう

に、可溶化手法は破砕後にアルカリ処理を

行うことが効果的であり、この手法で目標と

していた SS 減少率 50％が達成できた。  
4.可溶化を用いた余剰汚泥発生抑制実験  
4.1 装置と方法  
反応槽と沈殿槽が一つの反応タンクで可能

な回分式反応槽を採用した。可溶化手法は

破砕処理後にアルカリ処理を用いた。また、

可溶化した汚泥を反応槽に戻す抑制実験フ

ローを図 1 に示し、可溶化処理を行わない

運転として対象運転を行った。反応槽の運

転条件は、下水処理場で採用されている標
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図1　抑制運転フロー

回分式反応槽

汚泥可溶化装置

流入水 処理水

可溶化汚泥
（SS成分）

可溶化汚泥
（溶解成分）

余剰汚泥

単位 条件
BOD・SS負荷 kg/kg・日 0.2

MLSS濃度 mg/L 2000
処理量 L 20

処理時間（曝気） h 6
処理時間（沈殿） h 6

表2　処理槽の運転条件
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図3　処理水質
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図2　汚泥発生量の推移
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表3　流入水と可溶化汚泥の汚泥転換率

流入水 可溶化汚泥

対象運転 56.0 － 56.0 42.0 75.0 －

抑制運転 56.0 3.8 59.8 42.3 75.0 9.0

反応槽の

増加SS量（ｇ）

流入水のBOD

汚泥転換率(％)

可溶化汚泥のBOD

汚泥転換率(％)

負荷ＢＯＤ（ｇ） 合計負荷

ＢＯＤ（ｇ）

準活性汚泥法の運転条件に合わせて設定し

た。この条件を表 2 に示した。 実験は余

剰汚泥発生抑制の現象を明らかにするため

に行った。  
4.2 結果と考察  
 対象運転と抑制運転の累積余剰汚泥排出

量を図 2 に示した。この結果、抑制運転は

通常運転と比較すると約 50％余剰汚泥の

排出量が抑制できることが示せた。  
 流入水の BOD と可溶化汚泥の BOD の汚

泥転換率を表 3 に示した。一般的な BOD
の汚泥転換率 0.5～ 0.8 と言われている 3 )。

表 3 に示したように、流入水の BOD の汚

泥転換率は 0.75 であり、流入水は通常の微

生物の代謝によって汚泥が増殖している。

しかしながら、可溶化汚泥の BOD の汚泥

転換率は 0.09 と極めて低い。可溶化汚泥は

アルカリ処理の加水分解により低分子化さ

れ、これまでに有機物分解における最終段

階の生成物である酢酸の発現が確認されて

いる 4 )また、流入水の成分を BOD/TC で表

すと 1.25 であり、可溶化汚泥は 0.77 であ

るため、汚泥の性質が変化していることが

わかる。  
次に、対象運転と抑制運転の処理水質を

図３に示した。この結果から、抑制運転の

BOD、 SS などの処理水質は対象運転と同

様な結果が得られた。しかしながら、処理

水の COD 濃度が徐々に上がっている。こ

の抑制運転で用いた溶解性の可溶化汚泥は、

易分解性と難分解性に分類される 5 )。微生

物の細胞壁には難分解性 COD 成分である

リポ多糖が含まれている。今回の可溶化手

法は、表１からわかるように DCOD 生成量

が多い。そのため、処理水の COD 濃度は

リポ多糖が微生物に分解させず、反応槽内

に蓄積した結果、上がったと思われる。  
5.まとめ及び今後の課題 

実用化に向けた可溶化手法は、破砕処理

とアルカリ処理を併用したことにより確立

できた。また、この手法を用いた余剰汚泥

発生抑制の現象が実験結果によって示され

た。さらに、本研究で採用した可溶化手法

を用いた場合に、余剰汚泥の発生量を 50％
抑制できた。以上のことから、破砕処理と

アルカリ処理を用いた可溶化による余剰汚

泥発生抑制は汚泥処理問題に有効な手法で

あると示された。  
今後の課題として、処理水の COD 濃度

の軽減を再検討する必要がある。  
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